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デイツァーン･ラマイン地区
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はしがき

フィリピン共和国では,長い間ミンダナオ島､特にモスリム自治区(ARMM地区)における平和と秩

序が不安定な状態におかれていたが,ラモス大統領は､その就任以来反政府勢力と積極的な対話を推進し､

最近になって,モロ国民自由戦線(MNLF)との和平を成功させ,またモロイスラム自由戦線(MILF)と

の和平交渉も順調に進めており,これも間もなく決着するものとみられている｡このような情勢のもとで､

政情不安定によって立ち遅れの目立つミンダナオ中部の開発促進が緊急の課題として浮上してきており,

農業分野においても､早急な農村生産･生活基盤の整備の必要性が高まってきたところである｡

中部ミンダナオ地方は､気候,土壌などからみて､農業にとって非常に恵まれた地域であるが､内戦の

影響で､農村の基盤整備が立ち遅れており､その推進にあたっては､モデル的な農村整備を拠点的に実施

することが効果的であるとの観点から､我が国の支援の対象として適切な案件を国家藩政庁を通じて打診

していたところ､中部ミンダナオのhnaodelSur州の州都Marawi市近傍のデイツア-ン･ラマイン地区の

水田かんがいを中心とする農村整備計画が有望であるとの情報を得たため､当該地区の実態を把達するた

めのP/F調査を実施することとしたものである｡

当該地区については､長い間不安定な状況下にあったため,まだ十分な資料が整っていない傾向にある

が､治安は全く問題なく､資料整備は支障なく実施可能であり､国家港概庁､地元関係者は､本案件の実

施に多大の期待を寄せており,日本の技術援助を受けてこの案件が早急に実現されることを強く希望して

いる｡

本報告善が､ミンダナオの農業･農村開発を支援する日本国政府の技術協力の前進に役立つことになれ

ば幸いである｡

調査は平成9年11月9日より11月18日にかけて実施したものであり,ご指導とご協力を賜わった農水

省構造改善局建設部海外土地改良協力室, (社)海外農業開発コンサルタンツ協会,在フィリピン大使館､

フィリピン国家港概庁JICA専門家の関係各位に深く謝意を表するものである.

平成9年11月

団長 大 堀 忠 室

田貞 大 野 邦 彦
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あって､年々少しずつ減少している｡ココナッツは最重要輸出農産物であり,栽培面積はほぼ維持

されてきているが､近年は老木化が進み生産性は低下傾向にある｡バナナは大部分がプランテーシ

ョン形式による輸出用の栽培である｡ (主要作物の生産状況の詳細は添付資料5-2の表参照)

3) 調査の経緯

上記のように､ミンダナオ島における政治社会情勢の安定化の進展に伴い,特に従来ARMM地区

と呼ばれる中部ミンダナオ地域のモスリム支配地域の早急な開発整備が注目されるに至っている｡

当該地方はココナッツ､バナナ､トウモロコシなどの栽培が多いが､水田もかなり存在し､重要な

米生産地帯の1つでもある｡しかし自然条件には恵まれながら､多くの水田は未整備で生産性は非常

に低く､早急な改善が必要な所が多い｡このような中にあって､ LanaodelSur州のⅠ』nao湖北東岸の

デイツア-ン･ラマイン地区がモデル的な農村整備地区として着目された｡本地域は典型的な天水

田地帯であるが､地形,土壌､流域環境条件等に優れ､港概施設の整備等が効率的に実施しうる地

区であり､港概施設の整備による水稲二期作栽培の実現を軸とする農業経営の改善､農民組織の確

立を推進して､モデル的な農村を作り上げるのに好適な地区であると判断されるに至ったため､そ

の現状を把握し､適切な事業の推進方向を探るため､本p/F調査を実施したものである｡

(2)中部ミンダナオ地方の現状

中部ミンダナオ(centralMin血ao)は､ Maguin血IaO, SultanKudarat, L肌aO d'l Sur, No.th C.tabat.

の4州と､ cotabatoCityからなる.北はBukindnon及びLanaodelNorte両州に,西はI11ana湾及びM｡r.

湾に,東はDavaodelSur州及びDavao市に,南はSouth Cotabato, Sarangani両州とcelebes海にそれぞ

れ接しているoこのうちhnaodelSur州は,Maguindanao,Sulu,及びTawiTawiの3州とともにARMM

(Autonomous RegioninMuslim Min血aoミンダナオモスリム自治地域)とよばれており,住民の多

くがイスラム教徒である.特にL皿aO血1Sur州では90%以上がイスラム教徒であるが､この地域は

政治的には比較的穏健なMNLFの支配地域となってきた｡ 1990年の人口は約260万人で､平均人口

増加率は年3･6%に達する｡ 1平方キロ当りの人口密度は平均128人であるが, bna.delSurが最も

高く155人となっている｡ 15-64才の生産年令人口が半数以上を占め､人口の約3/4が農村に居住し

ており､大部分が農業関係の仕事に従事している｡識字率は約82%である｡

中部ミンダナオ地方は面積約20,230km2で,ミンダナオ島の19%を占めているが､そ_Q) 40%が可

耕地で, 59%が森林地域となっている｡地形は平野から起伏の多い丘陵､山間地など変化に富んで

おり､フィリピン第二位､ミンダナオ島最大の湖沼であるⅠ皿aO湖を有する.一般に土壌は肥沃で､

標高差による変化を除き,本地万全体を通じて気温の変化は少なく､台風による大きな気象災害を

蒙ることはほとんどないが､多くの地域は洪水被害を受けやすい状況にある｡

主要な栽培作物はトウモロコシ,コメ､ココナッツ､キャッサバ及びゴムである｡アブラヤシや

切り花も重要な換金作物である｡全耕地は58万9千haに及び,ミンダナオで最も農業生産の大きい

地域である(主要作物の生産状況の詳細は添付資料5-2の表参照) 0
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(1)経緯.背景

1) フィリピン共和国

フィリピン共和国は,北緯4o 231-21o 251､東経116o -126o 30,に位置する約7千の島喚からな

る国土面積約30万km2､人口約6千万人の国家である｡ラモス大統領は､ 1992年の就任以来,低迷

してきた経済を再建するため､ ｢philippines2000｣の政策ビジョンを掲げ､これに基づく中期5ケ年

計画(MediumTe-PhilippineDevelopmentPlan)が策定された｡この計画は､人材開発,農業･鉱工

業分野の開発､インフラストラクチャー開発､マクロ経済および金融､及び開発管理を主要な開発

目標としている｡これらの開発においては､各種項目について具体的な数値目標が設定されている

が､特に主要なものをあげると､

貧困層割合

平均寿命

識字率

コメ自給の達成

鉱工業分野の年成長率

輸入エネルギー割合

輸出増加率

港概設備供給地域

39.2% _>

68.3 _>

93.5% ー>

平均生産増加率3.4%

4･7-5.7%
.

->

71.7% ー>

14.7% _>

155万ha ->

30%

69.7

96.5%

8.9-ll.4%

60.08%

18.7%

193万ha

などとなっている｡マクロ経済面では着実な回復､成長を示し､ 1994年には4.3%､ 1995年には

4･8%､ 1996年には5･5%の経済成長(GDP)を達成している｡また貧困層割合は1994年には35%に

低下した○また長らく政情が不安定であったミンダナオにおいては1996年にモスリム勢力を代表す

るMNLF (MoroNationalLebelizationFrontモロ国民自由化戦線)との和平協定が締結され､またMILF

(MorolslamicLibelizationFrontモロイスラム自由化戦線)との和平交渉も進みつつあり,今後のミ

ンダナオの開発促進が期待されている｡ (添付資料5-1の表参照)

2) フィリピンの農業

1996年におけるフィリピンの農業分野のシェアは21%で, 1992-93年の22.8%に比べると､若干

低下したが､しかしフィリピン経済において農業分野は依然として重要な位置を占めている. 1996

年における農林水産部門の成長率は3.1%で,農業部門のみでは5%となっている｡

主要な栽培作物は､コメ,トウモロコシ､ココナッツ,バナナ､サトウキビ､キャッサバ,コー

ヒー､サツマイモ､アバカ､ゴム､熱帯性果樹､野菜類などである｡主要輸出農産物ほココナッツ

油,バナナ､パイナップルジュース,ココナッツ加工品､砂糖などである｡コメは一時自給を達成

したが､近年においては生産の停滞と人口増加のためしばしば輸入を余儀なくされている｡フィリ

ピンは降雨に恵まれており､藩政施設が整備されていれば､年間を通じて稲作が可能であるが,港

就施設の未整備､非効率なポストハーベスト処理やマーケテイングシステムなどに加え､近年にお

ける各種大規模自然災害の発生などがその生産性を低迷させる要因となっている｡トウモロコシは

1980年代後半から1990年代の前半には､コメを上回る作付け面積を達成したが､その後価格下落も
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(3)デイツアーン･ラマイン地区の概要

1) 位置

デイツア-ン･ラマイン地区は, LanaodelSur州のLanao湖北東部､ ･PIl都Marawiの東南(北緯7o

59'､東経124o 25')に位置し､ Bubong,Ramain-DitsaAn及びBuadi-pusoBuntongの3ムニシバリティが

含まれる｡地区中央を南北に幹線道路が貫通し､ Bubongから州都のMarawiまでは約8kmである｡

2) 地形･地質

本地区の受益地は､西側をLmao湖に面し､標高EL.730mからklaO湖水面(標高701m±)まで

の約4,000baの緩やかな勾配をもつ沖積平野である｡本地区の流域は,地区の東側に広がる標高

1,000m-1,300mの山地部であり､この流域山地から延びる陵線が地区の北側と南側の境界となって

いる｡周辺山地部の多くは良好な森林に覆われている｡

本地区の受益地に流入する主要な河川は､ sigu皿川であり､流域山地東端のMount Tupi (標高

1,398m)に源を発する. Siguan川は平野部に流入後､南側から大きな支流(camanga川)を合流し

た後､名称をRamain川と変え､平野部のほぼ中央を西へ流下してklaO湖に流入するo

流域面積をEL.740m地点(平野部と山地部の境界)を起点として1/50,000地形図より求めると､

siguan川は75･2k皿2､南側の支川は33･4 km2であるoまた､平野部に北側から流入してSiguan川に

合流する小さな支川があり､ EL.740m地点で5.7km2の蕗城面積を有する｡

ho湖は火口湖であり,周辺地域も古い火山活動の影響を受けた火山性地質で構成されている｡

沖積平野の土壌は比較的粘質であるが､平野中央部をRamain川が比較的深く開析しているため,地

区全体としての排水は良好である｡

3) 気象･水文

本地区はミンダナオ中西部に位置するため､フィリピンの気候区分において､第4の気候区に分

類され､雨期/乾期の期別が不明確である｡ MarawiにあるMindanao State University(MSU)の観測所

の資料(下表に要約)によれば､年平均雨量は約2,400mmであるが,年ごとのバラツキが大きい｡

また､雨期と乾期の区分は他の気候区ほど明確でないが,5月-.11月が他の月より雨量が多い傾向が

見られる｡

本地域の月別平均降雨量(1986-1996平均mm)

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 lュ月 計

153.7 93.5 85.6 15l.2 257.0 356.6 271.3 201.4 232.6 215.1 253.7 167.9 2439.6

出所: Mindanao State University
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埠区内河川の流量観測は行われておらず,流量資料は得られないが,現地踏査からは次のことが

推定される｡

i) 小規模な製材所は数ケ所あるが､大規模な林業開発は行われていない｡また,適当な降雨が年

間を通じてあり､流域の植生は非常によく保持されている｡

ii)流域地質は､ Lanao湖がカルデラ湖であることから､上層部を火山岩類(溶岩､凝灰岩等)で

覆われており､比較的ポーラスな地質が多く分布する｡

iii)従って,流域は豊富な伏流水を有し,平野部と接する地帯には多くの湧水が見られる｡

iv)河川の水は平野部に流入するまでは,透明度の高い澄んだ水質である｡

一方､ Lanao湖は現在水力発電の水源として利用されており､湖水を調整池に流下させて,最大

180MWの発電が可能な国営発電所(NationalPowerCorporation)が稼働しているが,発電による湖の

水位の管理目標値がEL.701mに設置されていること及び湖水面積が広大であること等から,水位変

動は極めて小さく水位は安定しており,湖水面の上昇による地区の湛水被害は発生していない(下

表参照) 0

klaO湖の水位(1997年 単位:EL.m)

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

平均 700.69 700.55 700.51 700.32 700.15 700.04 700.35 700.49

最低 700.54 700.49 700.43 700.19 700.10 700.00 700.02 700.40

最高 700.89 700.60 700.57 700.41 700.20 700.08 700.63 700.57

出所: NationalPower Corporation

4) 農業･農村社会の現状

平坦部のほとんどは水田となっており､上流部の一部が港赦されている以外は天水田である.平

野部の面積を1/50,000の地形図により求めると,次のとおりである｡

EL.730m以下湖水面まで 4,00Oha

EL･720m以下湖水面まで 3,100ha

これから､受益地区の給水田面積は3,00Oha程度と推定される｡

水稲はほとんど在来種が栽培されており､収穫期間が6-7ケ月と長く,年間一期作にとどまって

おり､収量は低いo末端圃場の用排水施設はほとんど整備されていない｡上流部のほんの一部の藩

政水田では二期作が行われているが,その他の天水田ではほとんどが年一作である｡必ずしも統一

されていないが､主な作期は7月から11月である｡収量は2.3t伽程度と推定される｡一戸当り平均

水田両棲は約2baで, 90%が自作農であるo耕寂には水牛が使われているが,小型の手動式耕転機も

ある程度導入され七いる.これは機械所有者が賃耕を行っている.収掛ま鎌による人力刈りで､脱
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穀は30戸に1台程度のディーゼル脱穀機が用いられている｡農業普及指導は十分行われていないと

のことで､営農技術の水準はあまり高くない｡

水田周辺のやや標高の高い台地や周辺傾斜地の一部では主としてトウモロコシの栽培が行われて

いる｡また周辺部にはココナッツや熱帯果樹類も若干栽培されている0

LmaD dd Sur州は､フィリピンでも貧困度の高い地域に属しており､本地域も零細な生産性の低

い水田での稲拒以外に見るべき収入源がないため､貧困世帯が多いo一部は山林の樹木を伐採して

製材し域外に販売しており､また一部は山一ao湖で内水面漁業を営んでいる.住民のほとんどがモス

リムであり､農村の景観もその影響が顕著であるが,かえって治安は良好のように見受けられる｡

5) 主要なインフラ

i)道路

地区中央西側をBubongを通って南北に幹線道路が貫通し､ BubongからRamainへも舗装道路が通

じている｡他のムニシバリティへは未舗装または部分的舗装の幅貞2.5m-3mの道路があるが､地区

全体として道路整備は著しく遅れている｡特に農耕地内の道路は,敷砂利舗装程度の生活道路があ

るのみで､農産物および生産資材搬入出のための道路が全くないため､農業活動を著しく阻害して

いる｡

ii)電力/通信

k.ao湖の水力発電所近傍の地区であることから,電力に関するインフラ整備は比較的満足できる

と推定される｡主要な官公署に電話網は通じているが､見るべき産業がないこともあり､通信網の

整備は遅れている｡

iii)藩政施設

前項で述べたとおり､農業生産は地区内の主要な､しかも唯この産業であるにもかかわらず,港

概施設の整備は著しく遅れている.既存港概施設は, siguan川とcamanga川に設置された取水堰に

より行われている.~siguan川には､ 1977年頃建設された取水堰が2ケ所あるが,これらの規模は小

さく,自然取入(un-regulatedlntakeCanal)の水路により,わずかに60-65haが港漉されているに過

ぎないo Camanga川には2つの取水堰が設置され,左岸側約50haの藩政が行われていたが､いづれ

も洪水により堰が崩壊しており,現在は取水不可能となっている｡

iv)上水道

山地部末端付近の湧水を利用し,パイプラインにより集落まで導水している地区もあるが､ほと

んどの集落で上水道は川または湖から水を汲んでくるのが実態である｡
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v)共同利用施設

収穫された稲の天日乾煉施設が点在する程度である｡共同出荷を目的とした倉庫等の簡易な施設

も建設されていない｡また集会所等の施設も見られない｡

6) 既存の開発計画

地元では､濯概施設の整備､上水道の整備,及び地区内道路の整備を最も望んでいる｡藩政につ

いては,既設の取水堰を改修または統合して､水田全域で二期作が可能となるような基盤整備が望

まれているo既存の計画では､取水堰を統合し､幹線用水路約20kmを新設して､約2,00Obaの水田

で二期作を行うこととしている｡しかし,新取水堰の位置,用水路の路線,末端の整備方法等は明

確でない｡

(4)総合所見

1) 地区の現状

本地区はARMM内に位置し､ MNLFの支配下にあるが,近年における中央政府との和平交渉の進

展に伴い､治安は比較的安定してきており,従来の長い内戦の影響で立ち後れた社会インフラの整

備や農村インフラの整備が強く要望されるに至っている｡

今回の調査対象地区のデイツア-ン･ラマインでは､大部分の水田で在来種の水稲が栽培されて

おり､水稲収量は低く,作期が5-6ケ月と長いこともあって,天水田では年一作が一般である.農

作業の多くは人力で行われ,施肥や病害虫防除技術は非常に低い｡州やムニシバリティの農業普及

においては､財政支出が不足しており､また農業普及員の人材も不足している｡ミンダナオ州立大

学(MUS)や,フィリピン稲試験場(phil-rice Research hstitute : Phil-rice)がo.2ha程度の展示圃場

で新品種の導入や摸械化などの営農指導を行っているが､資金や資材が不足しているため,技術普

及に閲し､思わしい成果が上がっていない｡営農作業における協調性に乏しく､農協活動も活発で

ない｡

一方本地区は､自然条件(地形,気候,土壌､流域環境､水源等)にきわめて恵まれており､平

野部のほぼ全域が水田で､比較的よく整備されているoしかしそのほとんどが天水田で､港瀧施設､

道路､ポストハーベスト施設などの農業インフラの整備は著しく遅れており,また営農技術の水準

も非常に低いため､農業生産性のポテンシャルは高いにもかかわらず､それが十分に発揮されてい

ない状況にある｡

2) 地区開発の基本方向

したがって､本地区においては､港耽施設､農道等の基礎的な農村インフラを整備するとともに､

近代的な営農技術の普及,農民組織の確立強化を同時平行して推進することが重要である｡このた

め､農民の営農技術水準の向上を目指し､営農普及指導体制を強化するのに必要な施設機材の導入
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を支援することが極めて効果的であると考えられる｡また,農業協同組合や水利組合などの農民組

織の強化を図るための支援も重要である｡

以上を総合勘案すると､本地区の農業開発計画は次のように構成､実施されることが望ましいも

のと思慮されるoまた本地域をミンダナオ農業の一拠点として位置づけ,周辺地域-の展示､普及

効果も期待しうる開発計画が策定されるべきであろう｡

3) 農業開発計画

上記に基づいて考えられる開発計画は次のとおりである｡

i)事業実施機関

本事業の実施機関は､主実施機関をNLAの第x地方事務所(cagayadeOro)及び州事務所(Manwi)

とし､その支援政府携関は､ MSU, Phil-rioe, Provincial伽unicipalGovemmentsである. NIAは早期

に開始される農業普及､農民組続設立に閲し､他の支援機関と協調し､港漉施設計画､水利組合設

立案を策定するo MSU､ Phil-riceは,新品種導入,作付け計画､機械化農業等について関係ムニシバ

リティの普及活動を指導する｡このため､まず農民に対する営農指導の拠点として､普及展示圃場

を地区内に設置し､各種農業機械､気象観測､研修資材等を導入する.一方NLAは,事業実施主体

となって､港概･農村道路･収穫後施設等の農業インフラ施設計画､水利組合等の農民組織の拡充,

施設の運営､維持管理を行う｡

ii)事業計画の概要

a) 普及展示圃場の建設

受益地区内の適切な水田に､ 1ha程度の普及展示圃場を設置し,水稲の新品種導入､新しい営農技

術,農業の機械化等について受益農民を研修指導していくものとし,これに必要な簡易訓練施設の

建設と､中小規模の農業機械,圃場藩政施設､気象観測施設などを導入する｡また､訓練施設には

研修に必要な事務機器も整備するo施設の維持管理及び研修の実施にあたっては､関係政府機関及

び農民代表からなる運営委貞会を設置してこれに当たらせるものとし,特に, MSUやPhil_riceから

技術的な指導援助を受けるものとする｡

b)潅概施設計画

本地区は､年間降雨が比較的平準化しており､ Ramain川の蕗城の状態が良好なため､通年的に河

川流量が比較的豊かであり､重力港掛こよって約2,800haの水田における二期作水稲の藩政が可能で

あると考えられるoこのため, Ramain川上流部のSiguan川及び支流のCamanga川にそれぞれ1ケ所

の頭首工を建設し､各頭首工から右岸及び左岸幹線水路ならびにそれらの支線水路を建設する｡水

路はコンクリートライニングとし,水路沿いには農作業用をも兼ねた水管理用道路を併設する｡こ

れらの潅概施設の維持管理はN仏が行うとともに､水管理のために受益地全域を管轄範囲とする強
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力な水利組合を設立して､N仏の指導のもとに受益農民の積極的な水管理活動を促していくものとす

る｡

c)農道計画

既存の農道は整備が著しく遅れており､農業活動を阻害しているため,既存の農道を改修すると

ともに､ BubongとBuadi-puso Buntongとの間に連絡道を設置するoこれらにより周辺の湛敵地区外

をも含む地域の道路網の改善拡充が可能となる｡なお､老朽化が進んでいる棟梁についても併せて

改良更新を図るものとする｡農道の維持管理は各ムニシバリティが行う｡

4)収穫後処理施設

受益農民の営農活動を充実させるためには,農民組織の中心となる農業協同組合の活動を拡充強

化し,農業生産資材の円滑かつ安価な調達,農業生産物の有利な販売等を推進することが必要であ

る｡現況における農協関係施設及び活動の不備を改善するために,関係各ムニシバリティの農協施

設を改善し,日常活動を活性化するとともに､地区内の生産米の出荷前の一次貯蔵施設を各農協に

新設する｡

e)生活用水給水施設

現在､生活用水の水源は､湧水,表流水および地下水である｡山麓部の湧水は小水路で1-2 km

導水されており､また河川やクリークの水も汲み上げて使用されている｡地下水位が比較的浅いこ

とから､地下水も広く使用されている｡表流水については､今後の農業発展に伴う水質悪化が懸念

され､また濯瓶用水の大量取水は乾期の河川流水の減少をもたらすと予想される｡このため､河川

から生活用水を取水している集落については,生活用水の量及び質の確保の観点から､給水施設の

設置を計画する｡

iii)実施計画

営農技術の移転や農民組織の強化がなされて初めて､建設される農村インフラ施設が有効に利用

されることになる｡このため､普及展示圃場の建設および営農技術移転に必要となる資機材の調達

を早期に実施する必要力予ある.各種農村インフラの建設は､各建設対象施設-のアクセスを確保す

るため農道建設が先行して実施され,その他の施設の整備が逐次行われることが想定される｡工事

期間は約18ケ月を必要とする｡

iv)事業の特質

上記に示したとおり､本計画は､関係政府機関からの営農普及に関する技術面での支援,水利組

合･農協等の農民組織による営農の共同化,ならびに藩政,道路,収穫後処理施設の整備による地

域農業の生産性向上を目的とするものである｡港掛こよる農業生産性の向上,農道建設や収穫後処

理施設の共同利用による農家の労働負担の軽減,ならびに農民組織を通じて､受益農民が,水管理
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方法の確立､農業の機械化による労働生産性の改善対策､乾燥施設や貯蔵施設等の利用方法等につ

いて､計画､事業実施時から積極的に参加することを目標としている｡営農技術の普及については､

MSU及びphil-riceが計画地区の比較的近くに立地していることから､建設工事完了後においても､

これらの機関へのアクセスが容易であり､モデル開場を通じて,新品種の導入,施肥技術､機械化

技術等への支援など 直接的な営農指導を受けられるのが本事業の1つの大きな特徴である｡

(5)添付資料

(1)調査者略歴

(2)調査日程

(3)面会者リスト

(4)国家潅概庁組織図

(5)統計資料

(6)現地写真

別添のとおり
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添付資料(1) 調査者略歴

調査員名 経歴

大堀忠至 S.17.10.18 坐

S.42.3 東京大学農学部農業工学科卒業

S.43.10 英国サザンプトン大学大学院土木工学部修士課程修了

S.42.4-S.48.5 (秩)三祐コンサルタンツ技術部技師

S.48.6-S.48.8 (秩)日本土質開発研究所技術部技師

S.48.9-S.54.5 日本技研(秩)に社名変更技術部主任技師

S.54.6-S.58.5 同上技術第一部郡長

S.58.6-S.60.7 同上取締役技術本部長

S.60.8-S.62.5 同上常務取締役技術本部長

S.62.6-現在 同上専務取締役技術本部長

大野邦彦 S.ll.3,19

S.33.3

坐

東京農工大学農学部農芸化学科卒業

S.33.4-S.44.3 農林水産省(九州､関東農政局､農水省本省)

S.44.4-S.50.3 経済企画庁､環境庁出向

S.50.4-S.57.3 農林水産省(東海.関東農政局)

S.57.4-S.60.3 総理府出向

S.60.5-H.8.3 日本技研株式会社海外事業本部技術部長

H.8.4-現在 同上海外事業本部理事
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添付資料(2) 調査日程

日数 年月日 出発地 到着地 宿泊地 備考

ロ

2

3

4

5

6

11月9日

11月10日

11月11日

11月12日

11月13日

成田

マニラ

イリガン

マニラ

マニラ

カガヤンデ

オロ

マニラ

名古屋

マニラ

カガヤンデ

オロ

イリガン

マニラ

日本出国(皿741,09:45発)

フィリピン入国(同便､13:25)

大使館表敬

NⅠA表敬､打合せ､資料収集

移動､NⅠA地方事務所表敬､打合せ

NIA州事務所表敬､打合せ

地区現地踏査

資料収集､移動

7 11月14日 マニラ 資料検討整理､NⅠA打合せ

8 11月15日 マニラ 資料解析､報告書作成

9 11月16日 マニラ 資料解析,報告書作成

10

ll

11月17日

11月18日

マニラ 資料収集

大堀帰国(皿744,15:20-20:15)

マニラ 成田 大野帰国(m742,14:45-19:40)
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添付資料(3) 面会者リスト

所 属

フィリピン日本大使館

国家港概庁(NIA)

NIA第1 0地方事務所(Kagayande Oro)

NIA Provincial Office (Marawi)

Bubong Municipality

奥田一等書記官

国家港概庁長官

坂元∬cA派遣専門家

PDD Chief Engineer Clemente T. Alanano

地方事務所長

Engineer M∝lesto G. Membreve

Engineer Casan-Ali C. Disambunln

Engineer Limgas C. Lumna

MohaimanP. Salinbo

Salong 氏. Rasuman

Casim Sultan

Mamasapadas Balindong

Dalidig Pangaibat

Jalil Hadsi Abdul Raeman

Monaan Cuaro

Lomondaya Maquad

Mayor Ⅲadsi Ali Munder

Chief of Police Mangontra Macasindic
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添付資料(4)国家濯浩庁(NIA)組織図

荏(各部署名は担当業務の大略を示すもの

で､必ずしも正確な和訳ではないo)

NⅠA理事会l

l長
l

官ll幹部会議ト--
l次官一----1会計監査委員会l

i5i! L-,'--==-

l l

補佐官 (事業)補佐呂

建設管理局組織整備局

(施設) 補佐員

管理局

(財政)
補佐官(総務)l

事業推進局 施設 財政局人事管理局 調達局

事業調査部

土地資源利

用経済部

計画推進部

水資源利用部

IL針

事業計画部組織整備部 維持管理部 経理部 出納部研修部 調達部

契約管理部農業調整部 研究部

村落港概局

海外金融部 運用部人事管理部 財務部

事業評価部

局機材管理局

予算部

管理指導局

職員部医務部

法令局

営繕部

ⅩⅠⅠR:Regional

土木設計部機材計画部 計画部 組織育成部 訴訟部

設計基準部機材利用部 事業評価部 会計監査部 夷約部

rice)

建築設計部特殊機材部組織支援部

地方事

情報組織部

計画指導部

務所(Ⅰ

VRⅠ

l

vllRIOV;I,VI.ⅠlRⅠ0Ⅸ
RⅠ0ⅩRⅠ0ⅩⅠRⅠ0

7PIOs 6PIOs 6PIOs 1 lPIOs 6PIOs 5PIOs 8PIOs 2PIOs 6PIOs 5PIOs 5PIOs
P: Provincial



添付資料(5) -1

Table - 1 Socio Economic lndicator in PbilipplneS

hdicator 1992 1993 1994 1995 1996

Gross National Product (Million.pesos)
Real GNP (growth rate in %)
Gross Domestic Product (Million p.)

Real GDP (growth rate in %)

Agri culture

Growtb rate (%)

Share (%)

bdustry

Growtb rate (%)

Sbare (%)

S erv ices

Growth rate (%)

Share (%)

Labor Forceぐ000)

Employment Rate (%)

Unemployment Rate (%)

Underemployment Rate (%)

Inflation Rate (% change in CPI )

Real Per Capita GNP (pesos)

Poverty Incidence Rate (%)

Population ('000)

731,396

1.6

718,941

0.3

0.4

22.8

0.5

34.4

1.0

42.8

26,290

23,696

9.8

20.0

8.9

11,382

(40.2)

(1980)

(48
,098)

734,156

2.1

734,156

2.1

2.1

22.8

1.6

34.2

2.5

43.0

7.6

11,151

(39.9)

(1990)

(60,703)

786,136

5.2

766,368

4.4

2.6

22.4

5.8

34.7

4.2

42.9

27
,654

25,032

9.5

21.4

9.0

1 1,456

35.5

82,564

5.0

802,866

4.8

0.8

21.5

7.0

35.4

5.0

43.0

8.1

ll,743

881,592

6.8

846,901

5.5

3.1

21.0

6.3

35.7

6.0

43.2

29,733

27,186

8.6

20.9

8.4

12,261

68,614

Source: nLe President's 1996 Socio-Economic Report



添付資料(5) -2
Table - 2 Production of Main Crops in Lanao del Sur, Central Mindanao,

& Pbili

Crop Lanao del Sur Central Mindanao Pbili

1993 1993 1993

Rice

Areaぐ000Ha)

Productionぐ000MT)

Yield (MT/Ha)

Com

Area ('000Ha)

Production (■000MT)

Yield (MTノHa)

Coconut

Area (■000Ha)

Productionぐ000MT)

Yield (MT什Ia)

Cassava

Area (Ha)

Production (MT)

Yield (MT什Ia)

Cam ote

Area (Ha)

Production (MT)

Yield (MT/Ha)

Banana

Area (Ha)

Production (MT)

Yield (MT什Ia)

Coffee

Area (Ha)

Production (MT)

Yield (M¶Ha)

Abaca

Area (Ha)

Production (MT)

MT作ia

q/

9

5

9

臥

.

ー

4

つん

′b

QO

3

8

Ci

O)

2

4

ー

一

つん

.ー

0

8

1

6..6

ー

′0

つん

つム

5

qノ

5

一

関
弘
2

･

5

つんl

00

9

ー

8

4..0

3

0/

5

ー

′
h
)

31,599 33,588

621
,398

637,579

19.67 19.00

3,282.4 3,758.7

9,434.3 10,540.6

2.87
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添付資料　6　現地写真

受益地区内の天水田1

受益地区内の天水田2 受益地区内の天水田3

受益地区内の農家 受益地区内の農民



小型耕転機 稲の脱穀作業

籾の乾燥状況 BUBONGの飲料水の水槽

BUBONGム二シパリティの役場・

BUADl－PUSOBUNTONGのムニシパルホール



RAMAlNRiver 洪水流によって破損した取水堰　1

洪水流によって破損した取水堰　2 洪水流によって破損した取水堰　同

上流部の約65haをかんがいしている取水堰
上流部の約65haをかんがいしている取水堰　　同



上流部にあるかんがい水路、製材の運搬にも利用されている 地区内農道

かんがい地区の乾期作の作付け準備 かんがい地区の乾期作の苗代

地区最末端のLanao湖畔　1 地区最末端のLanao湖畔　　2



LANAO湖

NATIONALPOWERCORPORATIONの発電所 州境を流れるLANAO湖からの発電放流水

MARAWIにあるNIAのPROVlNClALOFFICE 地区への道路の路傍のドリアンの売店
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